


ゲノム育種による 効率的品種育成技術の 開発 ( 新規 ) 
一食料供給力向上のためのグリーンテクノ 計画一 

Ⅰ 甘故旨 

我が国は、 これまでの イネ ゲノム研究において、 各種の遣転手単離法を 確立し 、 多 

数 の近信子の機能を 解明するとともに、 遺伝子の機能解明研究の 重要な 鍵 となる研究 

試料・データを 多数蓄積してきている。 

適任 子 特許を巡る国際競争が 激化する中、 重要形質関連近信子の 機能解明等の 々ネ 

ゲノム研究を 着実に進めるとともに、 QTL 遺伝子 ( 耐病性、 多仮性、 耐冷 性などの量的 

形質に関する 近信子 ) の単離の迅速化、 コム ギ ・オオ ムギ 等への応用展開を 図ること 

により、 適任子の機能解明、 発現制御機構 ( ネットワーク ) 解明に集中的に 取り組み、 

我が国の知的財産権 の充実・強化を 図る。 

さらに、 これらゲノム 情報学的知見を 総合し、 多様な形質の 発現バランスをゲノム 

レベルで制御する 効率的な育種法 ( ゲノム育種技術 ) を開発・実証することにより   

食料供給力 め 向上と新産業の 創出に資する。 

2  内容 

(l ) QT Ⅰ 丑 佳子解析の推進 

イネ の染色体上の 詳細な位置情報を 利用して、 耐病性、 多 収性 、 耐冷 性などの量 

的形質 (QTL) に関する 造 信子の存在領域の 絞り込みを集中的に 実施することにより、 

これら QTL 適任子の単離を 迅速化 

(2) 多様性ゲノム 解析研究 

イネと コム ギ 、 オオ ムギ 、 野生 イネと のゲノム情報の 相違点 ( ムギ 類の耐 塩性等 ) 

を 比較することにより、 これらイネ科植物の 有用近信子の 存在領域を特定し、 機能 

を解明 

(3) ゲノム育種技術の 開発と実証 
迂 信子ネットワーク 解明により得られる 知見等を活用し、 QTU 近信子の集積や 多数 

の DNA マーカ一の同時利用等による 効率的な育種法 ( ゲノム育種技術 ) を開発すると 

ともに、 先導的なモデル 系統を作出 

3. 実施主体 独立行政法人、 大学、 民間企業等 

4. 実施期間 平成 1 7 年度～平成 2 1 年度 

5. 平成 1 7 年度概算決定額 1, 5 80 (0) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局先端 課 産業技術研究 課 、 地域研究 課 ) 
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生物系産業創出のための 異 分野融合研究支援事業 ( 拡充 ) 

Ⅰ・趣 旨 
本格的な実用化・ 産業化の段階を 迎えたバイオ 産業は、 次世代を担 う 産業として注目 
されており、 バイオテクノロジ 一分野の研究成果の 実用化・産業化が 重要となっている。 
「バイオテクノロジ 一戦略大網 ( 平成 14 年 12 月策定 ) 」や総合科学技術会議ベンチャー プ 
ロジェクトチーム 報告書においても、 融合分野の研究開発等の 推進を図ることが 重要と 

されている。 
こうした情勢を 踏まえ、 バイオテクノロジ 一等生物系先端技術による 新産業の創出の 
ための産学     連   による     野   合研究や起     ヒを 促進するための 研究開発について 新 

規採択枠の拡充を 図る。 

2. 内 容 
(1 ) 研究開発実施ヰ 業 
① 異 分野融合研究開発型 
産学官の連携による 異分野融合型研究を 行 う 研究共同体 ( コンソーシアム ) から 課 

題を公募し委託研究により 実施 
②起業化促進型 
独創的な発想や 研究シーズを 活かしてバイオベンチャー 創出を目指す 独 法、 民間企 

業 等の研究者に 対し、 実用化に必要な 研究資金を供給 

（ 

研究規模 : 年間 1 課題あ たり上限 2,600 ～ 8,500 万円程度 ( 間接経費含む ) 
研究期間 : 2 ～ 5 年以内 

(2) バイオベン テャ 一基盤形成支援ま 乗 
起業化促進のための 支援活動を図るため、 ①起業化を目指す 技術者と経営者の 連携 
のための交流会の 開催等、 ②ベンチャ一企業の 設立・運営に 必要な資金、 特許、 経営 
等の総合的なマネージメントに 関する個別相談等を 行 う 。 

3. 実施主体 
独立行政法人 農業・生物系特定産業技術研究機構 

4. 実施期間 
上記 2 の       ①平成 1 5 年度～、 ②平成 1 6 年度～ 

上記 2 の       平成 1 6 年度～ 

5. 平成 1 7 年度概算決定額 2, 6 70 (1, 7 6 0) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局先端産業技術研究 課 ) 
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林 水産，食品分野における 民間研究助成のうち 
地域食料産業等再生のための 研究開発等支援事業 ( 新規 ) 

1 . 趣 旨 
第 2 期科学技術基本計画においては、 平成 1 7 年度までに競争的研究資金の 倍増を目 
指すこととされているほか、 とりわけ平成 1 7 年度科学技術関係予算においては、 共鏡 
手酌資金の競争的資金化等の 制度改革の推進が 示されている。 
農林水産・食品関連産業など 食料産業等は、 地域経済において 重要な役割を 担ってお 
り、 回復基調にあ る我が国経済を 着実なものとするためには、 即応性のあ る科学技術に 
よ る地域経済の 活性化がきわめて 重要であ る。 
このため、 食料産業等における 生産・加工・ 流通等の活動現場において、 潜在的な活 
力の再生に際して 直面する諸課題に 対し短期集中的な 研究開発の支援を 行 う ため、 民間 
向けの競争的研究資金を 強化することにより、 研究成果の社会還元を 促進し地域食料 産 
業 等の再生に資する。 

2. 内 容 
地域食料産業等の 再生を図る観点から、 緊急的に解決すべき 諸課題について、 関連産 
業研究機関 眠間 、 団体等 ) から幅広く提案公募を 行い、 学識経験者及 び 有識者等から 
なる外部評価委員会により 評価し農林水産技術会議で 採択した上で、 民間、 団体等が研 
究を実施する。 

新設する提案公募タイプ 研究期間 研究規模 け 

0 食品産業と生産者の 連携 強ィヒ 
0 地域 材 利用拡大推進 
0 健全な森林 力 増進 1  ～ 2 年 上限 4,000 万円Ⅰ 年 
0 水産業構造改革加速化促進 ( 国費べース ) 
0 革新的技術による 新生産システムの 開発 
及 び 地域研究成果最適移転システム 支援 

3. 実施主体 民間企業、 大学、 独立行政法人、 公立試験研究機関等 

4. 実施期間 平成 1 7 年度～平成 2 1 年度 

5.        技術開発音 : 1/2 ( 一部 2/3) 
普及指導 費 : 定 額 

6. 平成 1 -1 年度概算決定額 8 7 3 (0) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局先端産業技術研究 課 ) 
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総合食料 局 食品産業企画課 
林 野 庁 木材 課 
林 野 庁 研究普及 課 
水 産 庁 研究指導 課 
農林水産技術会議事務局 先端産業技術研究 課   
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先端技術を活用した 農林水産研究高度化事業 ( 拡充 ) 
「 趣旨 
先端技術を活用した 農林水産研究高度化事業は、 現場に密着した 農林水産分野の 試験 
研究の迅速な 推進を図るため、 平成 1 4 年度に創設された 提案公募型の 競争的研究資金 
であ る。 平成 1 6 年度には、 各地方独自の 施策課題に臨機応変に 対応するため、 地方領 
域設定型研究を 創設したところであ る。 
こうした中、 食の安全・安心に 係る試験研究については、 農林水産施策推進上の 重要 
性が特に高まっていることから「全国領域設定型研究」に「リスク 管理型」を新たに 創 
設し、 研究開発の強化を 図る。 
また、 限りあ る研究開発資源を 効果的・効率的に 活用するための 麻雀間の連携強化が 
急務となっていることから、 他府 省の基礎・基盤的研究で 生まれた技術シーズや 値分野 
の 研究成果を農林水産分野に 積極的に応用する 研究を推進する「麻雀連携型研究」を 創 
設する。 
さらに、 食の安全・安心に 係る農林水産分野の 突発的な重要課題や 災害等の発生に 迅 
速かっ的確に 対処していくため、 行政機関等からの 要請に応じて、 随時、 研究課題を決 
定し 、 直ちに研究勢力を 結集して調査研究に 着手する「緊急課題即応型調査研究」を 創 
設する。 

2  内容 
産学官による 共同研究グループ 等から以下の 研究課題を公募し、 採択された案件に 対 
し 委託研究を実施。 
(1) 研究領域設定型研究 ( 拡充 ) 
① 全国領域設定型研究 ( 拡充 ) 
農林水産省が 毎年度提示する 農林水産施策推進上必要な 全国べ ー スでの研究領域に 
対応した研究 
1) 一般 型 ( 継続 ) 
2) リスク管理型 ( 新規 ) 

② 地方領域設定型研究 ( 継続 ) 
地方農政局等が 毎年度提示する 農林水産施策推進上必要な 地方べ ー スでの研究領域 
に 対応した研究 
(2) 地域活性化型研究 ( 継続 ) 
① 独創的現場シーズ 活用型研究 
農林漁業者の 有する独創的な 技術シーズを 活用した研究 

② 地域競争型研究 
地域固有の特産作物等地域資源を 活用し、 地域産業を活性化する 研究 

③ 広域ニーズ・シーズ 対応型研究 
複数地域が抱える 共通問題を効果的・ 効率的に解決するための 研究 

(3) 麻雀連携型研究 ( 新規 ) 
地府省の基礎・ 基盤的研究で 生まれた技術シーズや 値分野の研究成果を 農林水産分野 
に 積極的に応用する 研究 
(4) 緊急課題即応型調査研究 ( 新規 ) 
農林水産分野の 緊急課題に対応して、 短期間 ( 原則 1 年以内 ) で取り組む調査研究 

3. 実施主体 独立行政法人、 公立試験研究機関、 大学、 民間企業、 農林漁業者等 

4. 実施期間 平成 1 4 年度～平成 2 3 年度 

5. 平成 1 7 年度概算決定額 3, 84 6 (3,000) 百万円 

( 担当課 : 農林水産技術会議事務局地域研究 課 ) 

  






